
令和７年度　共助の社会づくり推進指針に関する施策の実施状況
（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

1
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

政策部 地域活力推進課 地域コミュニティ活性化支援事業

地域コミュニティの活性化事業として、地域活性化の手法の習
得などを目的に地域づくりに関わる人材を対象とした研修会等
を開催するほか、地域コミュニティの意識醸成と地域活性化の
推進を目的に自治会役員や市町コミュニティ担当者への研修
会を実施。

歴史的価値ある地域資源の保全活動やその周知活動に取り組
むなど、地域住民が主体的に参加し地域の更なる発展に資する
活動が展開された。また、住民主体の地域づくりを促進するための
研修会を開催し、地域コミュニティの意識醸成と活性化に寄与す
ることができた。

①③
直接実施：県内地域づくり
団体等
委託：香川県連合自治会

1,359 5,495

2
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

政策部 水資源対策課 吉野川上下流交流事業
香川用水の恩恵や水資源の重要性についての認識を深め、
水源地域の人々との交流を促進するため、高知県嶺北４町
村が毎年度開催している美術展覧会への作品出展等に協力

水源地域と受益地域の住民の相互の文化面での交流拡大が図
られている。

⑤ 後援 - 279 336

3
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

政策部
男女参画・県民
活動課

ボランティア・ＮＰＯ活動状況提供事
業（県広報誌への情報掲載）

県広報誌「ボランティア・ＮＰＯコーナー」への情報掲載
県広報誌により、広く県民にボランティアやＮＰＯの情報を提供し、
理解・関心を深めた。

① - 0 0

(6)県政への
県民参画の
促進
　①広聴広
報制度の積
極的活用

4
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

政策部
男女参画・県民
活動課

ボランティア・ＮＰＯ活動状況提供事
業（総合窓口、ＨＰ「かがわ共助のひ
ろば」の運営）

総合窓口「NPOネットワークプラザ」を設置し、相談や資料提
供等を実施
ＨＰを開設し、NPOに関する情報発信や相互交流の場を提供

総合窓口「NPOネットワークプラザ」を設置し、相談や資料提供等
を実施するとともに、ＨＰ「かがわ共助のひろば」において、ボランティ
アやＮＰＯのほか、地域コミュニティや企業など社会貢献活動を行
う団体等の各種の情報を登録し、発信した。

① - 0 0

(6)県政への
県民参画の
促進
　①広聴広
報制度の積
極的活用

5
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

(4)企業のCSR活動の促進 政策部
男女参画・県民
活動課

ボランティア活動顕彰事業
ボランティアに関する感動的な活動、勇気づけられる活動など
を「ボランティア大賞」として表彰

第25回目を迎えたボランティア大賞は、これまでに73の個人・団体
を表彰してきており、身近なボランティア活動に光を当て、活動の
活発化と全県的な広がりに一定の役割を果たしてきた。
○７年度受賞者
一般部門
・高松市美術館ボランティアcivi（高松市美術館における特別展
ギャラリートークなどの活動）
・中田 勝久（91歳、誰かの想いを受け取り続ける小さな島の「郵
便局」）
企業部門
・株式会社百十四銀行（瀬戸内国際芸術祭の支援をはじめとす
る地域活性化活動）

① - 75 225

6
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

政策部
男女参画・県民
活動課

男女共同参画協働事業
男女共同参画の総論的な普及啓発ではカバーできていない
特定テーマにおける男女共同参画の推進について、地域で活
動しているNPO等から企画を広く募集し、事業を委託する。

男女共同参画の視点に立った①次世代リーダーの発掘、養成、
②避難所生活における防災体制の確立をテーマに業務を委託し
た。事業終了後のアンケート回答について、９割近くの参加者が
「満足」「まあ満足」したと回答したほか、８割以上の防災体制の
関心・理解が「深まった」「まあ深まった」と答えたことから、テーマに
おける男女共同参画の推進を図ることができた。

③
（一社）香川県婦人団体
連絡協議会

947 終了

7
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

政策部
男女参画・県民
活動課

女性地域防災リーダー養成事業

災害に関する知識を持ち意欲ある女性を対象に、男女共同
参画の視点を追加した座学や訓練等を実施し、「女性地域
防災リーダー」を育成する。発災時には、市町を超えた横のつ
ながりが重要であることから、防災人材同士の連携強化を図
る。

新規 1,000

8
(5)多様な主体の協働の促進
　②職員の意識改革

(7)市町との連携・協力 政策部
男女参画・県民
活動課

避難所等支援者育成事業

県や市町の女性職員が災害時に男女共同参画の視点を持
ち活動するための防災人材育成研修や男女共同参画の視点
を取り入れた防災教育、避難所運営訓練などのカリキュラムを
作成し、実践的に学ぶ。発災時には、県域で避難所運営や
被災者支援に機動的に活動できる人材育成を図る。

新規 1,500

9
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

政策部
男女参画・県民
活動課

男女共同参画社会づくり行動促進
事業

固定的な性別役割分担意識の解消など男女共同参画意識
の醸成を図るため、社会状況の変化を考慮し、テーマを設定し
たうえで、テーマに沿った事業について、NPO等から企画を広く
募集し、事業を委託する。

「女性が働きやすく暮らしやすい社会をつくるために」をテーマに
フォーラムを開催した。フォーラム終了後のアンケートにおいて、「男
女共同参画に関する関心や理解が深まった」と答えた者の割合が
98.5%となっており、男女共同参画の視点を地域から広げていくこと
ができた。

③
香川県各種女性団体協
議会

670 616

10
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

政策部
男女参画・県民
活動課

ボランティア・ＮＰＯ活動促進事業
（NPO法人認証）

特定非営利活動法人の認証、設立後の指導監督
７年度の県内の特定非営利活動法人の認証数は８件であり、認
証団体数は年度末現在で382団体となった。

① - 88 122
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(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

政策部
男女参画・県民
活動課

ＮＰＯ法人運営のためのステップアップ
事業

NPO法人・地域団体等に対する支援のあり方として、団体の
ニーズに応じた支援体制を構築する

個々のニーズに応じるため、設立後の事業運営や財務処理等の
相談に中間支援の経験豊富なNPO法人職員を派遣するととも
に、法人運営など県民が自らの活動を活性化する方法等につい
ての相談に的確に対応し、課題解決に導き、ボランティア・ＮＰＯ
活動の促進を図ることを目的とする相談窓口業務を行った。

③
特定非営利活動法人わが
こと

449 884

12
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

政策部
男女参画・県民
活動課

ＮＰＯマネジメント講座開催事業
ＮＰＯ活動に携わっている方々を対象に、活動基盤整備のため
の講座を開催

ＮＰＯマネジメント講座（①ＮＰＯのためのプレゼン講座、②ボラン
ティアコーディネーション入門、③NPOの世代交代と解散、④事業
計画と資金調達を考える）を開催し、県内ＮＰＯ活動の活性化と
マネジメント能力向上を図ることができた。（参加者84名）

①
特定非営利活動法人わが
こと

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額
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令和８年度
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13
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

(4)企業のCSR活動の促進 政策部
男女参画・県民
活動課

香川県ＮＰＯ基金 基金を設置して寄附を受け入れ、補助金等として団体に交付

香川県ボランティア・ＮＰＯ支援事業選考委員会の審査・意見聴
取を踏まえ、団体指定寄附補助金として11団体に5,779,673円
を、分野指定寄附補助金として12団体に2,826,742円を交付し
た。

①② NPO法人 9,961 12,093

14
(5)多様な主体の協働の促進
　②職員の意識改革

政策部
男女参画・県民
活動課

庁内オンライン学習
庁内オンライン学習メニューに「ＮＰＯと行政の協働に関する基
礎講座」を開設

任意研修だが各自自主的に受講し、ＮＰＯや協働についての理
解を深めた。また、庁内オンライン学習は再受講も可能なため、協
働について再度確認が必要な時にも役立った。

① - 0 0

15
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

政策部
男女参画・県民
活動課

災害ボランティア等との連携強化事
業

災害ボランティアセンターの設置・運営に関する研修や訓練等
を実施するとともに、団体相互に顔の見える関係を築くことで、
連携体制強化を図る。
 県民に対して、災害ボランティア活動の心構えやノウハウを身
につけてもらうための啓発活動を行う。

県、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア団体等と連携して、災
害時のボランティア活動が円滑に行われるよう、受入体制や情報
共有のあり方について検討・訓練を行った。また、本県における「災
害中間支援組織」の体制を整備し、協定を締結した。

①② 香川県社会福祉協議会 4,434 4,400

16
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

政策部
男女参画・県民
活動課

中間支援組織運営事業

災害時に、ＮＰＯ等による被災者支援活動が効果的に行われ
るよう、災害時に活躍できる専門人材の養成や県内外の関係
団体との連携強化・充実、本組織の協力団体などを対象とし
た勉強会等を実施し、組織運営体制の整備を図る。

①②
香川県社会福祉協議会
香川大学
日赤香川県支部

1,500

17
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

総務部 総務学事課 私学特色教育チャレンジ支援事業
社会体験活動やボランティア活動を行う私立学校に対して補
助

地域行事への参加・出演、福祉施設への訪問等の活動が行わ
れ、地域活動への参加やボランティア活動の促進に役立った。

② 私立学校 7,690 9,620

18 (4)企業のCSR活動の促進 総務部
人権･同和政策
課

人権・同和問題講演会
主に企業関係者を対象に、人権･同和問題に関する講演会
を開催

「部落差別、まだあるの？どこにあるの？なくせるの？」（講師：奥
田均氏）」、「だれも排除しない『まぜこぜの社会』をめざして」（講
師：東ちづる氏）の２プログラムをWeb放映で行い、約2,400人の参
加があった。放映終了後のアンケートでは、約97％が満足したとの
回答があった。

③④

西日本放送サービス（株）・
ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
（株）四国支社・
（有）電マーク　共同企業
体

4,100 4,500

19
(6)県政への県民参画の促進
　①広聴広報制度の積極的活用

総務部
知事公室広聴広
報課

県政出前懇談会

県政に対する理解の促進を図るとともに、県民の声を県政に反
映させるため、県民からの要望に応じて、県の職員が県の施策
の説明や意見交換を実施（令和7年度：186テーマ/派遣回数
54回)

県の施策の説明や意見交換を実施し、県民の方に施策の普及
啓発及び施策への理解を図れた。

① -

20
(6)県政への県民参画の促進
　①広聴広報制度の積極的活用

総務部
知事公室広聴広
報課

知事意見交換会開催事業

県政に対する県民の意見・要望や地域の実情を把握し、それ
らを県政に反映させることを目的として、県民の方と知事との意
見交換会を実施
県内市町を訪問し、意見交換を実施
（令和7年度：14回）

様々な分野、立場で地域の発展や活性化などに積極的に取り組
んでいる県民の方と意見交換を行い、現場で感じている問題意識
や課題、県政への提言など、率直な意見を聞くことができ、県の施
策について、相互に理解を深めることができた。

① - 258 270
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(6)県政への県民参画の促進
　①広聴広報制度の積極的活用

総務部
知事公室広聴広
報課

知事への手紙（メール）
県政への参加を求め、県政に対する建設的な意見や提言をい
ただくとともに、県政運営に反映するため、意見や提言をメール
等でいただく（令和7年度：640通）

いただいた意見等を基に県政や施策の是正を図るとともに、今後
の県政に反映させることとした。

① -

22
(6)県政への県民参画の促進
　①広聴広報制度の積極的活用

総務部
知事公室広聴広
報課

パブリックコメント

県の政策立案過程において、県民の意見等を反映させる機
会を確保するとともに、政策形成過程の透明性の向上を図る
ため、県政への県民の意見を聴取
（令和7年度：19回）

県民の方より総数として58件の意見をいただき、有効な意見につ
いては、各計画等に反映させ、修正等を行った。

① - 0 0
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(6)県政への県民参画の促進
　①広聴広報制度の積極的活用

総務部
知事公室広聴広
報課

県政モニター

県政への参加を求め、重要施策や課題に対する意見や提言
をいただくとともに、県政運営上の参考とするため、県政に関す
るアンケート調査を実施
（令和7年度：6回 13テーマ）

アンケート結果について、県の施策を検討するための基礎資料とし
た。

① - 280 300
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(6)県政への県民参画の促進
　②県政情報の公開の推進と提
供の充実

総務部
知事公室広聴広
報課

情報公開制度 行政文書の公開、行政資料の閲覧・貸出、会議の公開等
3,264件の情報公開請求に応じるとともに、行政資料の閲覧、貸
出等による県政情報の提供に努めた。会議を原則公開することと
した審議会等の数は143であった。

① - 961 4,180
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(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(7)市町との連携・協力 総務部 知事公室国際課 多文化共生推進事業
県内在住の外国人に対する防災知識の普及・啓発事業を実
施

・外国人住民に対し、地域の災害や防災の日本語に関する知識
を啓発した。

③④
香川県国際交流協会
三豊市

307 1,127

26
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

総務部 知事公室国際課 かがわ国際フェスタ開催事業
多彩なステージイベントに加え、県内の国際交流団体による展
示や体験、物販、飲食販売等を行うイベントを実施

・外国人住民と県民の交流の場の提供
・国際交流・国際協力・多文化共生に対する県民の理解の増進
と国際感覚の涵養
・県内国際交流・協力団体等の連携強化

⑤ 負担金
かがわ国際フェスタ実行委
員会

250 250

27
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

総務部 知事公室国際課 通訳等ボランティア派遣事業
・日本語での意思疎通の困難な外国人をサポートするため、
通訳等のボランティアを募集、派遣

令和7年度末までに310名の通訳等ボランティア登録があり、60件
の派遣を実施した。（延べ派遣回数は313回）

⑤ 連携 香川県国際交流協会 0 0
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（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額

28
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

危機管理課
自主防災組織訓練支援フォローアッ
プ事業

かがわ自主ぼう連絡協議会の経験豊かなスタッフが、自主防
災組織等で行う防災訓練を支援する。

年間98回、自主防災組織等に対しての研修会や相談会、訓練
の指導を実施することで、地域の自主防災組織の活動を促進で
きた。

③
かがわ自主ぼう連絡協議
会

2,672 2,813

29
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

危機管理課
自主防災活動アドバイザー派遣事
業

「自主防災活動アドバイザー」を委嘱し、活動が活発でない自
主防災組織や自主防災組織の未結成地区の自治会等に対
して指導・助言を行う。

年間41回、延べ41名のアドバイザーを派遣し、地域における防災
活動の活性化に寄与した。

⑤
派遣、謝金
の支払

香川県自主防災活動アド
バイザー（38名）

248 320

30
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

危機管理課 地区防災計画策定促進事業

自主防災組織等などが市町等と連携しながら、地域の災害リ
スクを踏まえ、平時・災害時の自発的な防災活動について計
画する「地区防災計画」の策定にむけての取組に対して支援
する。

６団体に補助金を交付し、令和７年度中に６団体の地区防災計
画が完成した。

② 県内の自主防災組織等 1,366 5,100

31 (7)市町との連携・協力
危機管理
総局

危機管理課
市町災害対応力強化緊急対策推
進事業

激甚化・頻発化する風水害や発生確率が高まる南海トラフ地
震等に備え、市町が実施する防災・減災対策のうち、能登半
島地震の課題や新たな地震・津波被害想定等を踏まえ、必
要な経費の一部に対して、予算の範囲内で補助金を交付す
る。

17市町に補助を行い、「避難所生活環境整備」では、簡易トイ
レ、簡易ベッドやパーティションなどの避難所の資機材整備などを
中心に整備が行われ、　「自助・共助・人材確保」では、家具類
の転倒防災対策、自主防災組織等が実施する訓練や資機材等
の整備や防災士の養成などの取組みが実施された。

② 市町 73,158 100,000

32
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

危機管理課 自主防災組織リーダー育成事業 自主防災組織のリーダー等を対象とした研修会を実施する。
19名が参加し、研修終了後のアンケート回答者の約88%が「大変
役に立った」と回答しており、自主防災リーダーの育成と自主防災
活動への気運の醸成を図ることができた。

① （一財）日本防火・防災協会 218 666

33
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

危機管理
総局

くらし安全安心課 消費者啓発事業
消費生活に必要な知識や情報の普及啓発を行うとともに、消
費者リーダーの育成及び安全で豊かな消費生活を創造するた
めの消費者支援活動を推進する。

消費生活に関する資格取得応援講座を開催し、受講生のうち、
４名が消費生活相談員資格を取得した。また、消費者セミナー等
を通して、一般消費者への啓発を図ることができた。

③④

③香川県消費者団体連
絡協議会④（公社）日本
消費生活アドバイザー・コン
サルタント・相談員協会西
日本支部

386 739

34
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

くらし安全安心課 交通安全連携推進事業
交通安全母の会の組織力及び会員の活動内容の資質を向
上させ、組織力と地域力を生かしたより効果的な普及活動が
展開できるよう、会員を対象とする研修会等を実施

マスコミ報道などにより、街頭啓発キャンペーン等の認知度が高
まっており、交通安全意識の高揚に寄与した。

③
香川県交通安全母の会連
合会

527 589

35
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

くらし安全安心課
防犯ボランティア活動促進・支援事
業

防犯ボランティア団体等に、防犯に関する知見を有する「香川
県安全安心まちづくりアドバイザー」を派遣するほか、学生防犯
ボランティア育成を目的とした研修会や防犯ボランティアの活動
促進や活性化を図るための交流会の開催等を行う。

地域防犯ボランティア団体による自主防犯活動の活性化を図った
ほか、防犯に関する知識の習得や団体の士気向上を図った。

① 防犯ボランティア団体等 847 1,240

36
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

危機管理
総局

くらし安全安心課 高齢者交通指導員支援事業

地域の交通安全活動のリーダーである高齢者交通指導員の
活動を支援するため、高齢者交通指導員研修会を開催し、
県内の交通事故の概況説明や交通安全に関する情報提供
等を実施

県下８会場において、高齢者交通指導員の指導能力の向上を図るため
に研修会を開催し、研修会を通じて指導員の意識向上を図るとともに、
「高齢者交通指導員NEWS」を通じて交通事故の特徴等の情報提供を
行った。

① - 254 607

37
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

危機管理
総局

くらし安全安心課 高齢者交通安全教育事業
高齢者の交通事故を抑止するため、単位老人クラブでのサロン
等を活用し「高齢者交通事故防止教室」を開催するとともに、
機関紙を活用した広報啓発を実施

R７は県内７６箇所で教室を実施し、1,845人の方に参加いただ
き、交通事故防止意識を高めるとともに、地域全体で高齢者を交
通事故から守るという意識を共有できた。

③
公益財団法人香川県老
人ｸﾗﾌﾞ連合会

2,765 2,785

38
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(4)企業のCSR活動の促進
危機管理
総局

くらし安全安心課
（ 消 費 生 活 セ ン
ター）

消費者教育支援・推進事業

消費生活に関する知識の普及啓発や消費者トラブルの未然
防止等のため、市町等と連携し、消費生活情報を提供する「く
らしのセミナー」等を県内各地で開催するとともに、地域の団体
等からの要請に応じ、相談員等を講師として派遣し、出前講
座を実施

「くらしのセミナー」等の講座を195回開催し、5,363人の参加者へ
の啓発が図られた。また、53回の講師派遣により、1,461人の参加
者への啓発に寄与した。

①⑤ 講師派遣
香川県地球温暖化防止
活動推進センター等

575 659

39
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

環境森林
部

環境政策課 環境キャラバン隊事業
学校や地域などにおいて、環境に関する様々な分野にわたる
環境学習をサポートするため、県職員による環境学習出前講
座（環境キャラバン隊）を実施

小・中学校を中心に33回、延べ1,692人の児童・生徒等に対して
出前講座を実施した。

① - 463 1,069

40
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

環境森林
部

環境政策課
体験型環境学習プログラム実践事
業

学校や地域における体験型の環境学習を支援するため、体験
型のプログラムを実践する専門家を環境学習出前講座の講師
として学校や幼稚園等に派遣

小・中学校、幼稚園等で40回、延べ1,410人の児童・生徒等に対
して、民間団体を派遣し環境学習を行った。

③ ＮＰＯ法人等 1,122 2,946

41
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

環境政策課 省エネ県民運動等促進事業 「省エネ県民運動」における連携
地球温暖化防止の観点から、省エネルギー行動が県民全体の日
常生活、事業活動の中に自然に取り組まれることを目指して、関
係団体等と連携して、年間を通じた啓発に取り組んだ。

①
地球温暖化防止活動推
進センター、国、市町等

2,505 12,095

42
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

環境森林
部

環境管理課（環
境保健研究セン
ター）

香の川創生事業
（水生生物による水質調査）

環境学習（講師派遣、教材・調査用具の提供）の実施
10団体（小学校6校、高等学校2校、その他2団体）の計299人
が、11河川16地点で、水生生物による水質調査を行った。

⑤ 現物支給 小・中・高等学校等 0 0
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（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額

43
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

環境森林
部

環境政策課（環
境保健研究セン
ター）

気候変動による暑熱・健康等への影
響に関する研究

小学校の百葉箱に温湿度計を設置し、暑さ指数の調査を実
施

高松市内の小学校6校において暑さ指数の調査を実施し、熱中
症予防の普及啓発を図った。

① 小学校、国立環境研究所 925 591
※予算額は調
査研究用機器
等の購入費

44
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

環境森林
部

環境政策課（環
境保健研究セン
ター）

ワークショップ「暑さ指数を知って熱中
症に備えよう！」

小学校の児童に、暑さ指数について知ってもらうため、WBGT計
を用いて実際に暑さ指数（WBGT）を測定し、熱中症予防に繋
げるためのワークショップを開催

三木町内及び丸亀市内の小学校2校において、WBGT計を用い
て実際に暑さ指数（WBGT）を測定し、熱中症予防に繋げるため
のワークショップを開催し、普及啓発を図った。

① 小学校 0 0

45
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

環境管理課
海ごみ発生抑制事業
（人材育成）

海ごみの発生抑制のため、クリーンアップ活動を主催でき
る地域リーダー育成の講座を実施

リーダー育成講座の受講者が、海岸漂着物等の回収に取り
組むようになるなど、海ごみの普及啓発を図った。

③ ＮＰＯ法人アーキペラゴ 992 1,100

46
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

環境管理課 海ごみ回収・処理等協働推進事業
「豊かな里海」をめざして、海底堆積ごみ回収・処理等を県、
市町、漁協等と協働で実施

漁業者の協力のもと、海底堆積ごみの回収・処理に取り組んだほ
か、海ごみの発生抑制対策を行った。

⑤ 負担金
海ごみ対策推進協議会、
各漁協

900 900

47
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

環境管理課 香の川創生事業
水環境の保全・創出（河川清掃、水生生物調査等）を県、市
町、地域住民等と協働で実施

綾川流域水環境保全協議会外４協議会において、水環境を保
全・創出するための活動として、流域の一斉清掃や川の生物調査
等の事業を県、市町、地域住民等が相互協力して実施した。

⑤ 助言
綾川流域水環境保全協
議会外４

41 53

48
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(4)企業のCSR活動の促進
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

森林・林業政策
課

みどりとのふれあい推進事業

・森林ボランティア活動等の情報誌である「みどりづくりニュー
ス」、県ＨＰやSNS(Instagram・Facebook・YouTube)を活用
し、森林ボランティア活動等に関する情報を発信
・手入れが必要な森林の情報を森づくり活動に関心を持つ企
業等に提供し、企業等が実施する協働の森づくり活動を推進

・「みどりづくりニュース」を4回発行するとともに、森づくり活動に関す
る情報を発信した。
・12企業等が、14回の森づくり活動を実施し、社員やその家族
562人が、下刈り、間伐、植栽、竹の伐採などの森林整備を行っ
た。

①④⑤
連絡調整、
助言・指導

企業、団体等 280 610

49
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

森林・林業政策
課

どんぐり銀行活性化事業
どんぐり銀行におけるポイント制度の導入や払戻しの拡充をする
ことなどにより、「どんぐり銀行」活動の活性化を図り、森づくり活
動などの森林体験活動への参加を促進

県内の協賛企業で利用できるDBポイント券や県産ヒノキを使用し
た新しい払い戻しグッズ等の充実を図るとともに、新規常設支店の
開設と臨時支店の開設による預金者サービスの充実を図った。預
金者数は3,350人（うち、新規登録者1,027人）である。

③
NPO法人どんぐりネットワー
ク

1,610 1,676

50
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

森林・林業政策
課

みどりの学校運営事業
子どもから大人まで広く県民が、みどりに関する体験、学習、
実践ができる様々な講座を開催するとともに、みどりづくり活動
を担う指導者の育成を行う。

県民が、みどりとのふれあいを通して、みどりに対する理解を深める
ため、みどりに関する講座を、ボランティア団体に委託して、74回実
施し、1,200人の参加があった。

③
森林ボランティア団体等

3,582 4,752
平成29年度
～

51
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

環境森林
部

森林・林業政策
課

ドングリランドの管理運営
（H18年度から指定管理制度導入）

ドングリランドの維持管理･運営業務
県民参加の森づくり活動の拠点であるドングリランドで、「ドングリラ
ンドの森づくりプラン」に基づき、ボランティアなどの参加と協働の森
づくり活動等を行い、8,434人が利用した。

③
NPO法人どんぐりネットワー
ク

10,807 17,614
令和8年度
～（5年間）

52
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課
県民いこいの森野営場の管理運営
（指定管理者）

県民いこいの森野営場の維持管理・運営業務
ホームページでの広報活動等により、施設の利用促進に努めた結
果、指定管理者制度導入前よりも利用者数が大幅に増えてい
る。

③ NPO法人しおのえ 7,385 7,500

53
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課 ガン・カモ類等の生息調査業務
県内のため池等において、ガン・カモ類等の生息状況調査
を実施

本県におけるガン・カモ類の冬期の生息状況について、野生
生物保護行政に必要な基礎資料となった。

③
日本野鳥の会香川県支
部

300 348

54
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課
生物多様性調査研究事業
（生物多様性保全調査研究事業）

希少野生生物のモニタリング調査等を実施
香川県指定希少野生生物16種のうち、11種を対象にモニタリング
調査を実施し、県内における絶滅のおそれのある野生生物の生
息・生育状況の現状を把握することができた。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

3,614 3,614

55
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課
生物多様性調査研究事業
（動植物種同定業務）

県民等から情報提供のあった動植物の種の同定
11件の同定を行い、希少生物や外来生物の疑いのある生物の種
の把握ができ、適切な対応検討のための資料とすることができた。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

33 108

56
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課
生物多様性調査研究事業
（自然共生サイト生物調査）

生物多様性の保全を図る自然共生サイトの認定のための、動
植物情報の調査

香川県備中地県有林の生物調査を実施し、多様な生き物の生
息・生育状況を把握することができ、調査結果をもとに自然共生
サイト認定申請の準備を行った。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

500 0

57
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課 特定外来生物防除事業
特定外来生物の防除対策指針案の作成及び防除講習会の
開催

「香川県侵略的外来種リスト2021」のうち、特定外来生物のオオ
フサモとアレチウリの２種について、特徴や防除・予防対策等を整
理した「防除指針」の作成を行った。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

400,000 0
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（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額

58
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課 生物多様性普及啓発事業
県内の研究者が収集・保管している標本を活用した「まちかど
生き物標本展」の開催とともに、実際に生き物を見て、手に触
れながら香川の自然に親しむフィールド講座を実施する。

「まちかど生き物標本展」を３会場で開催したほか、参加型のフィー
ルド講座を３回実施し、生物多様性の保全について普及啓発を
図ることができた。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

1,879 1,879

59
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課 香川の自然ガイドマップ制作業務

県内の景勝地や優れた自然環境に生息・生育する動植物と
遊歩道等を併せて紹介したガイドマップを制作することで、香川
の自然の魅力を広く発信し、より多くの人々に自然保護思想を
普及啓発する。

香川の自然ガイドマップ10「香川の自然と生物多様性 トンボ編」
の令和９年度発行に向け、現地調査・資料収集を行った。また、
既刊ガイドマップである「五色台の自然」を「五色台の自然と生物
多様性」へ改訂し、地元小中学校や県内の高等学校、図書館
等に配布するとともに、ガイドマップシリーズを利用した「フィールド講
座」を開催し、生物多様性の保全について普及啓発を図ることが
できた。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

795 800

60
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

みどり保全課
特定外来生物オオキンケイギク防除
事業

県内に広く生育するオオキンケイギクについて、地域住民と連携
した効果的な防除方法の確立と普及啓発に取り組み、生物
多様性の保全と良好な自然環境の維持を図る。
令和8年度は、香川県満濃池森林公園におけるオオキンケイ
ギクの生育状況を調査するとともに、公園や道路などの施設管
理者を対象とした防除講習会を開催する。

③
NPO法人みんなでつくる自
然史博物館・香川

新規 500,000 R8新規事業

61
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

環境森林
部

循環型社会推進
課

エコアイランドなおしま推進事業

県・直島町が補助する「エコアイランドなおしま推進委員会」
が、エコアイランドなおしまプランに基づき住民活動グループ
「うぃ・らぶ・なおしま」に委託し、住民が主体となって環境調和
型まちづくりを実施

直島町において、住民、事業者、行政が一体となって、環境と調
和したまちづくりに取り組むもの。環境教育・環境学習のフィールド
づくりや住民主体の環境調和型まちづくりが進んでいる。

②
エコアイランドなおしま推進
委員会（うぃ・らぶ・なおしま）

5,073 6,000

62
(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

(4)企業のCSR活動の促進
環境森林
部

循環型社会推進
課

食品ロス・プラスチック削減推進事業

食品ロスやプラスチックごみの削減を推進するため、県が認定す
る「かがわ食品ロス削減協力店」や「かがわプラスチック・スマート
ショップ」等と連携し、食品ロスの削減やプラスチックの3R等を促
す普及啓発を行うとともに、県民や事業者の活動を支援

○食品ロス削減やプラスチックごみ削減に向けた顕著な取組みを
行う個人や企業・学校・団体等を表彰し、その取組みをホーム
ページなどで紹介
・かがわ食品ロス削減大賞
　表彰件数：３件、応募件数：11件
・かがわプラスチック・スマート大賞
　表彰件数：３件、応募件数：７件

○かがわ食品ロス削減協力店として、飲食店や宿泊施設など459
店舗を登録（令和７年度末時点）
○かがわプラスチック・スマートショップとして小売店や飲食店など
422店舗を認定・登録（令和７年度末時点）

○「かがわ食品ロス削減協力店」等と連携し、消費者に対して、
商品棚の手前にある商品から選ぶことを呼び掛ける「てまえどり」
キャンペーンを実施（キャンペーン参加店舗数：542店舗）

○家庭で使う予定のない食品を募り、福祉団体などへ寄付する
「県庁フードドライブ」を実施（実施回数：２回）
令和７年度２回目のフードドライブでは、地元学生と共同実施し、
県内事業者の協力のもと、県内全域のスーパー等に受付場所を
設置し実施

○出前講座や環境イベント出展のほか、食品ロス削減キャラク
ターのイラストダウンロードや着ぐるみなど啓発用物品の無料貸出
を実施
・出前講座（食品ロス関係）：７回
・出前講座（プラスチックごみ関係）：６回
・環境イベント：６回

○SNSにより、食品ロス削減協力店やかがわプラスチック・スマート
ショップ等を紹介

①⑤ 現物支給 ⑤小売店、飲食店など 1,431 3,654

食品ロス削
減推進事業
とかがわプラス
チック・スマー
トショップ認
定事業を統
合して令和５
年度より実
施

令和８年度
は、令和7年
度までの食
品ロス削減
推進事業と
香川プラス
チック・スマー
トショップ認
定事業を統
合したユニッ
トに、プラス
チックの資源
循環事業の
内容も加わっ
たため、当初
予算額が大
きくなってい
る。

63
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

健康政策課 食育アクションプラン推進事業
生活習慣病予防と健康増進を図るため、食生活改善推進員
が、主に若者や働き盛り世代を対象として、栄養バランスに配
慮した食事の実践のための食育料理教室を県内各地で実施

子どもやその保護者を対象に、県内16市町で栄養バランスや朝
食の大切さ等をテーマとした料理教室（22回433人）を年間を通じ
て開催したところ、大勢の参加者があったことから、県内全域で地
域の実情に応じた普及啓発活動を推進することができた。

③
香川県食生活改善推進
連絡協議会

220 240
令和７年度
より健康政
策課が担当

64
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

健康福祉
部

長寿社会対策課
高齢者による地域社会活動支援事
業

高齢者の生きがいと健康づくりを促進するため、老人クラブ活
動の充実や加入促進に努めるとともに、香川県老人クラブ連
合会の活動を支援

・各市町老人クラブは、友愛訪問、清掃奉仕活動、スポーツ大会
等を実施し、高齢者の生きがいと健康づくりを促進するための活動
を行った。
・（公財）香川県老人クラブ連合会は、高齢者の健康づくり支援の
ための講師派遣事業や地域支え合い・リーダー研修会を実施し、
高齢者の健康づくりや地域支え合い活動を推進した。

②
高松市を除く16市町、（公
財）香川県老人クラブ連合
会

17,816 17,879

65
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

長寿社会対策課 高齢者自身の取り組み支援事業

かがわ長寿大学の運営を支援し、長寿社会を担う地域社会
での実践的な指導者を養成
全国健康福祉祭（ねんりんピック）へ派遣する選手の選抜や選
手を派遣

・健康、福祉、文化などの総合的な祭典である全国健康福祉祭
に選手団を派遣した。
・高齢者が仲間づくりや知識、教養を身につけながら、自らの健康
と生きがいづくりを図るとともに、長寿社会を担う地域社会での実
践的な指導者を育成するため、「かがわ長寿大学」を高松校・西
校の２か所で運営を支援している。

②
公益財団法人かがわ健康
福祉機構

16,114 24,444

66
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

長寿社会対策課 高齢者の生きがいづくり推進事業
高齢者の活躍の場等の情報提供及び高齢者人材バンクの運
営を行う「高齢者いきいき案内所」を開設し、高齢者を地域社
会の活躍の場に案内

高齢者の活躍の場等の情報収集や提供及び高齢者人材バンク
を管理する「高齢者いきいき案内所」を平成26年度から（福）香川
県社会福祉協議会に開所し、高齢者を活躍の場へ案内するとと
もに、高齢者の豊富な知識・経験・技能を地域のさまざまなニーズ
に結びつけている。

③
社会福祉法人香川県社
会福祉協議会

4,801 4,801
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（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額

67
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

障害福祉課 障害者ＩＴ活用支援事業
障害者の自立と社会参加の促進を目的として、ICTの利用機
会の拡大や活用能力の向上を図り、コミュニケーション能力や
情報へのアクセスを円滑に行えるように支援する。

障害者、ご家族、支援関係者を対象に、障害特性に応じた入力
装置等ICT機器や公的制度等に関する情報提供、ICT機器等の
展示・利用体験等を実施した。

③
(社福)かがわ総合リハビリ
テーション事業団

550 500

68
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

障害福祉課 点訳・朗読奉仕員養成事業
視覚障害者のため、新聞や一般書籍を点訳・音訳する奉仕
員を養成

点訳及び音訳ボランティア養成講習会や研修会を実施した。 ③
(公財)香川県視覚障害者
福祉協会

290 220

69
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

健康福祉
部

障害福祉課 自殺予防対策推進事業
自殺予防のための相談事業、人材養成事業、普及啓発事
業等

当課、各保健所等が地域自殺対策強化事業を実施した。
11市町、8団体が補助事業として地域自殺対策強化事業を実
施した。

①②③ 民間団体等 28,095 37,419

70
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

障害福祉課 意思疎通支援事業

聴覚障害者のコミュニケーション確保のための手話通訳者や、
中途失聴難聴者のための要約筆記者を養成・派遣
視覚と聴覚の双方に障害を持つ盲ろう者のための通訳介助員
を養成・派遣
失語症者向け意思疎通支援者指導者を養成
失語症者向け意思疎通支援者を養成

各事業の養成講習会を実施し、意思疎通支援者を養成した。ま
た、広域的な行事に対する派遣を行うなど、市町における対応が
困難な場合にコミュニケーション支援を実施した。

③

(公社)香川県聴覚障害者
協会
(特非)要約筆記サークルゆ
うあい
香川盲ろう者友の会
（一社）香川県言語聴覚
士会

6,369 8,736

71
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

生活衛生課 動物愛護推進員活動支援事業 動物愛護推進員の資質の向上を図るために研修を実施
令和5年4月1日付で委嘱された動物愛護推進員に対して、関係
法令の概要や県内における動物愛護管理に係る課題等について
研修することにより、活動の一助となった。

① 動物愛護推進員 0 0

72
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

健康福祉
部

生活衛生課 地域猫活動支援事業
地域猫活動グループへの支援に取り組む市町に対し、支援に
要した費用を補助

東かがわ市、三豊市、さぬき市、善通寺市及び多度津町が補助
金を活用して、地域猫活動を行うグループに対して不妊去勢手術
費用等の助成を実施した。

②
地域猫活動を行う地元住
民

2,474 4,000

73
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

生活衛生課（さぬ
き動物愛護セン
ター）

しっぽの森ボランティアサポーター養成
講座

専門的な知識や技術を有する講師から飼養管理や馴化につ
いての技量を取り入れることで、譲渡事業を推進し、行政以外
の柔軟な発想を取り入れ、動物愛護管理啓発事業の円滑化
を図ることを目的とする。

専門的な分野の外部講師を招き講習会を開催することにより、今
後の活動に必要な知識と技術を得る一助となった。

①
しっぽの森ボランティアサポー
ター登録希望者

22 21

74
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

生活衛生課（さぬ
き動物愛護セン
ター）

譲渡ボランティア活動支援事業
（犬猫譲渡会の開催）

譲渡ボランティアが保護している犬猫を対象とした譲渡会を開
催することで譲渡ボランティアの活動を支援

県が犬猫譲渡会を主催することで、犬猫譲渡活動の推進および
譲渡ボランティアの費用面の負担軽減が図られた。

① 譲渡ボランティア 0 0

75
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

生活衛生課（さぬ
き動物愛護セン
ター）

譲渡ボランティア活動支援事業
（犬猫の不妊去勢手術費用の助
成）

さぬき動物愛護センターから犬猫の譲渡を受けた者（譲渡ボラ
ンティアを含む）に対し、不妊去勢手術の費用を助成

県が不妊去勢手術費用を助成することで、犬猫譲渡活動の推進
及び譲渡を受けた者（譲渡ボランティアを含む）の費用面の負担軽
減が図られた。

③
譲渡を受けた者（譲渡ボラ
ンティアを含む）

6,484 10,801

76
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

生活衛生課（さぬ
き動物愛護セン
ター）

譲渡ボランティア犬猫診療費補助事
業

さぬき動物愛護センターから犬猫の譲渡を受けた譲渡ボラン
ティアに対し、診療費用を助成

県が診療費用を助成することで、犬猫譲渡活動の推進および譲
渡ボランティアの費用面の負担軽減が図られた。

③ 譲渡ボランティア 2,231 3,074

77
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

生活衛生課 預かりボランティア支援事業

より多くの犬猫を譲渡・返還につなげるため、県保健所に収容
された離乳前後の犬猫等を預かりボランティアに預託し、ボラン
ティアが飼養管理するにあたり、必要なミルク等の物資の現物
支給、及び体調不良で動物病院を受診した場合の診療費を
助成

離乳前の子犬・子猫のミルク等物資の支給や診療費を助成をす
ることで、譲渡推進につながり、ミルクボランティアの費用面の負担
軽減が図られた。

③⑤ 現物支給 預かりボランティア 2,996 3,716

78
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

健康福祉
部

生活衛生課
飼い主のいない猫の不妊去勢手術
支援事業

飼い主のいない猫の不妊去勢手術（TNR）の支援に取り組む
市町に対し、支援に要した費用を補助

5市3町（丸亀市、善通寺市、さぬき市、東かがわ市、三豊市、小
豆島町、三木町、琴平町）に対して、不妊去勢手術の支援に要
した費用の助成を実施した。

②
飼い主のいない猫の不妊
去勢手術を行う地元住民

2,733 4,476

79
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

健康福祉
部

子ども政策課 臨時託児室設置促進事業 講座等で託児所を設ける場合の経費の補助
乳幼児等をもつ保護者などを対象とした講座や研修会、イベント
等を開催する場合の臨時の設置・運営経費を助成することにより
保護者の育児不安等の解消につなげた。

⑤ 基金
公益財団法人香川県児
童・青少年健全育成事業
団

30 100

80 (4)企業のCSR活動の促進
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

健康福祉
部

子ども政策課 みんな子育て応援団大賞
社会全体で子育て支援に取り組む気運の醸成を図るため、子
育て支援に積極的に取り組んでいる団体及び店舗を顕彰

子育て支援に積極的に取り組んでいる団体及び店舗を顕彰し、
広く県民に広報することにより、県内での子育て支援の取組みの
普及促進や社会全体で子どもや子育て家庭を支援する気運の
醸成を図った。

④ （株）四国新聞社 600 667
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（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額

81
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(3)ボランティア・NPO活動の促進
　②活動のひろがりづくり

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

健康福祉
部

子ども政策課 子どもの未来応援ネットワーク事業
貧困の状況にある子どもへの支援活動と支援に関心のある個
人や企業・団体等を結び付けるマッチングの推進及び地域ネッ
トワークの強化

「支援の場」からの相談に、一元的に対応できる窓口を設置して、
その活動が持続可能なものとなるよう立上げ支援等を行うととも
に、「支援の場」が必要とする「物・場・人」を提供できる「サポー
ター」の登録や両者のマッチングを行った（支援の場126箇所、サ
ポーター116人・団体登録）。

③
社会福祉法人香川県社
会福祉協議会

6,211 5,801

82 (4)企業のCSR活動の促進 (4)企業のCSR活動の促進 (4)企業のCSR活動の促進
商工労働
部

産業政策課 人権問題研修講演会
主に企業経営者、管理職を対象に、人権問題に関するWeb
講演会を開催

Web講演会「カスタマーハラスメント対策に取り組もう～働く人の人
権を守るために～（講師：芝本 正明）」を行い、569人の参加が
あった。講演会終了後のアンケート回答者のうち、講演内容につい
て８割以上がよいものであると評価しており、約９９％が受講により
人権意識が深まったと回答した。

① - 395 1,000

国の人権啓
発支援委託
事業に基づ
き、県が実施

83
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

商工労働
部

労働政策課 労働者協同組合法普及啓発事業

地域における多様な需要に応じた事業の促進が期待され、令
和４年10月に施行された労働者協同組合制度について、県
内における協同労働に対する正しい知識の周知と重要性の認
識を高めるとともに、労働者協同組合の円滑な設立・運営を
支援するため相談窓口を設置した。

一般相談が2団体、設立相談が3団体（新規設立2団体、組織
変更1団体）、伴走支援が1団体。このうち、伴走支援を行った団
体が労働者協同組合を設立した。

③
特定非営利活動法人ワー
カーズコープ

220 394

84
(3)ボランティア・NPO活動の促進
　①参加のきっかけづくり

交流推進
部

交流推進課（栗
林公園事務所)

栗林公園ボランティアガイド事業 ボランティアガイドクラブ会員のボランティア保険の加入
栗林公園ボランティアガイドクラブには、約120名が登録しており、
栗林公園のイメージアップが図られた。

①
栗林公園ボランティアガイド
クラブ

75 154

85
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

農政水産
部

農村整備課 多面的機能支払事業

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るために行
う、農業者をはじめ地域住民を含む活動組織が共同で行う地
域活動、農業用施設の保全管理や農村環境の保全強化の
ための共同活動に対して支援

令和７年度の実績では、活動組織数294組織において、農業者
35,000人、自治会、子供会、学校・PTA等の1,415団体が参画し
た組織により、話し合いの機会や農村地域の環境保全強化が図
られた。

② 高松市外14市町 709,032 905,000

86
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

土木部 道路課 香川さわやかロード 道路の美化活動等を行う団体を支援
162団体、約8,670人が参加し、県管理道路約139kmの区間の
清掃、草刈り及び植栽などの活動を実施

⑤ 現物支給
香川さわやかロード参加団
体162団体（7年度末現
在）

1,096 6,626

87
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

土木部 河川砂防課 「さぬき瀬戸」パートナーシップ事業
地域団体と県、市町が協定を締結し、海岸の美化活動等を
行う地域団体を県と市町が支援

22団体、約3,550人が海岸清掃に参加し、海岸の環境美化、保
全等が図られた。

⑤ 現物支給
海岸清掃等を行う地域団
体

829 770

88
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

土木部 河川砂防課 海岸愛護運動事業 海岸の美化活動等を行うボランティアを県と市町が支援
79団体、約5,300人が海岸清掃に参加し、海岸の環境美化、保
全等が図られた。

⑤ 現物支給 市町を通じボランティア団体 990 950

89
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

土木部 河川砂防課 さぬき瀬戸クリーンリレー 瀬戸内海沿岸各地で実施されるクリーン活動を支援
59団体、約3,850人が海岸清掃に参加し、海岸の環境美化、保
全等が図られた。

⑤ 現物支給 海岸清掃ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 175 250

90
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

土木部 河川砂防課
リフレッシュ「香の川」パートナーシップ
事業

地域団体と県、市町が協定を締結し、河川の美化活動等を
行う地域団体を県と市町が支援

48団体、約8,260人が河川清掃に参加し、河川の環境美化、保
全等が図られた。

⑤ 現物支給
河川清掃等を行う地域団
体

878 800

91
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

土木部 都市計画課
県民参加による違反広告物除却活
動支援事業

違反広告物のない美しいまちづくりの推進
国、県内の市町、ボランティア団体とともに、はり紙やはり札等の違
反広告物の除却活動を行い、美しいまちづくりの推進を図った。

⑤ 現物支給 国、市町、ボランティア団体 6 27

92
(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

(1)共助の意識啓発
　①啓発活動の実施

警察本部
広聴・被害者支
援課

被害者支援・相談事業
犯罪被害者支援として相談受理、公判付添い等の直接支
援、心理カウンセリング、広報啓発活動などを実施

電話・面接相談、公判付添い等直接支援、心理カウンセリング等
により、犯罪被害者の精神的負担の軽減を図った。パネル展の開
催等により、犯罪被害者支援に関して県民の理解の増進を図っ
た。

③
公益社団法人
かがわ被害者支援センター

5,489 5,489

93
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

警察本部 生活安全企画課 安全・安心パトロール支援事業
防犯パトロール等の自主防犯活動を実施、又は実施しようとす
る団体に、活動に必要な帽子、ベスト、ウィンドブレーカー、合
図灯等の物品を貸与

地域において自主防犯パトロール活動に取り組もうとしている３団
体に防犯パトロール用品を貸与し、活動事例を身近なところで示
すことにより取組の促進を図った。

① 自主防犯ボランティア団体 0 320

94
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

警察本部 地域課 地域安全活動事業
警察、自治体等と協働し、防犯・交通安全・高齢者保護・各
種事故防止活動等のボランティア安全諸活動を推進

各種活動を推進することで地域の安全と平穏の確保に寄与して
いる。

① 各地域安全推進委員 1,439 1,295

95
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

警察本部
人身安全・少年
課

少年非行防止対策
少年警察ボランティア（少年警察補導員、少年指導委員）を
委嘱し、少年の非行防止や健全育成のための活動を実施

　県下一斉の街頭補導活動や風俗営業所等への立入りの実
施、少年の居場所づくりのための体験活動等への協力参加等に
より、少年の非行防止と健全育成を図った。

① - 1,776 2,285

96
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

警察本部 交通企画課 交通安全教育推進隊活動

県内の各学校、事業所、団体、老人クラブ等からの参加・体
験・実践型の交通安全教育等の要望に対し、「交通安全教
育推進隊」が現地まで出向き、各種シミュレーター等を活用し
た交通安全教育を実施

対象となる団体等の年齢層や交通手段等に応じ、各種シミュレー
ターや交通安全教育車「まなぶちゃん」を活用した参加・体験・実
践型の交通安全教育を推進したことにより、正しい交通安全行動
を促すなど、交通安全意識の高揚を図った。

③ 香川県交通安全協会 17,820 25,300
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（単位　千円）

①直接実施
②補助
③委託
④共催
⑤その他

「⑤その他」
の場合の内
容

備考通番
「共助の社会づくり推進指針」の

「施策の方向性」１
部局名 担当課 事業名 事業の概要

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」２

「共助の社会づくり推進指針」の
「施策の方向性」３

事業の効果

令和７年度実施方法

令和７年度　直接実施、
補助、委託、共催等の相

手先

令和７年度
決算額

令和８年度
当初予算額

97
(2)地域団体活動の活性化
　②多様な活動の促進

(5)多様な主体の協働の促進
　①多様な主体の協働の促進

警察本部 交通企画課
地域交通安全活動推進委員の活
動支援

地域住民への交通安全教育、通学路等における街頭指導、
交通キャンペーン等の広報・啓発活動等を実施

活動に関する意見・要望等を把握するなど、委員との連携を深め
ると共に、効果的な活動を行うために研修会や各種サポートを実
施し、地域住民の交通安全意識の醸成を図った。

①
各地域交通安全活動推
進委員

1,104 1,372

98
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

教育委員
会事務局

義務教育課 学生ボランティア派遣事業 小・中学校での学習指導や学校生活への適応補助等
学生が学校の課題を認識し、課題解決に向けた活動に自ら取り
組んだ。

① - 0 0

99
(1)共助の意識啓発
　②学校における体験活動等の推
進

教育委員
会事務局

生涯学習・文化
財課

地域学校協働活動推進事業

幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子供たちの学び
や成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指し
て、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う
様々な活動等に対する補助を実施

学校、家庭、地域が連携しつつ、地域社会が学校を支える仕組
みづくりが進んでいる。

②
中核市を除く市町
一部直接実施

34,711 47,944

100
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

教育委員
会事務局

生涯学習・文化
財課

おやじ力向上事業

父親が活躍する場を創出することで、家庭・地域の教育力向
上に貢献するため、親子の体験活動や父親の家庭教育や地
域活動への参加を促す学習会を提供する「おやじの会」の支
援を実施

体験活動や学習会の実施によって、父親による子どもたちの健全
育成や地域活動への参加等に関する啓発につながっている。地域
教育力の中核を担っている「おやじの会」もある。

③ さぬきおやじ連合 135 250

101
(2)地域団体活動の活性化
　①活動への参加の促進

教育委員
会事務局

生涯学習・文化
財課

地域で共育！

地域で活動する様々な団体等が協働し、それぞれの団体の特
徴やネットワークを活かしながら、地域の子どもや親子等が参加
する活動や子どもに関わる地域の様々な教育課題を解決する
ための活動等を実施する。地域で子どもを見守り育てる気運を
醸成し、地域教育力の向上をめざす。

地域住民の企画提案による子どもや家庭を支援する事業を募集
し、特に優れた事業を選定、委託して実施した。モデル的な取組
みを普及させる本事業を通して、さまざまな地域において、社会全
体で子どもを見守り育てるための仕組みづくりが進んでいる。

③
複数の地域団体によって構
成される実行委員会

466 600

102
(6)県政への県民参画の促進
　②県政情報の公開の推進と提
供の充実

- 各課 ＨＰ等による情報提供 各課の事業をHPにより情報提供 ① - 各課
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